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議案第８９号 

 

   平成２９年度尼崎市一般会計補正予算（第４号） 

 

平成２９年度尼崎市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８４，９１６千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０３，０２８，１

３６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加及び変更は、「第３表債務負担行為補正」

による。 

 

平成２９年１２月５日提出 

 

尼崎市長 稲  村  和  美 

 

議89



第１表  歳入歳出予算補正

　歳　　　入

40国 庫 支 出 金 48,408,610 13,826 48,422,436

10国 庫 補 助 金 6,333,544 13,826 6,347,370

50財 産 収 入 2,637,039 567,581 3,204,620

10財 産 売 払 収 入 2,180,807 567,581 2,748,388

65繰 越 金 158,801 3,509 162,310

05繰 越 金 158,801 3,509 162,310

202,443,220 584,916 203,028,136

　歳　　　出

10総 務 費 15,197,163 576,901 15,774,064

05総 務 管 理 費 12,555,538 567,581 13,123,119

15
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

843,228 9,320 852,548

15民 生 費 101,838,616 8,015 101,846,631

05社 会 福 祉 費 39,448,591 6,649 39,455,240

10児 童 福 祉 費 25,776,864 1,366 25,778,230

202,443,220 584,916 203,028,136歳  出  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

款 項

歳  入  合　計

（単位　千円）

計

　

補正前の額

　

補正額

議89-2



第２表　　繰越明許費補正
（単位　千円）

　追　　　加

第３表　　債務負担行為補正
（単位　千円）

　追　　　加

　変　　　更

期　間

補正前

期　間

給 食 調 理 業 務
委 託 関 係 事 業

事　項

支 所 施 設 整 備 事 業 平成30年度 157,800 平成31年度

平成30年度

限度額

平成30年度

補正後

206,200

限度額

229,800

233,200

72,700

市 営 住 宅 建 替 事 業

05

款 項 事　　業　　名 金　額

10総 務 費 総 務 管 理 費

事　　　　　項 期　　間 限　度　額

平成32年度 2,577,000

保 育 環 境 改 善 事 業 平成30年度 376,502

あまがさき・ひと咲きプラザ
整 備 事 業

議89-3





（ 補 正 ４ 号 ）

一 般 会 計

予 算 説 明 書

議89-5



議89-6



議89-7



議89-8



議89-9



議89-10



議89-11



議89-12



２　繰 越 明 許 費 明 細 書
（単位　千円）

　追　　　加

事　　　業　　　名 繰　　　越　　　理　　　由

10総 務 費 05総 務 管 理 費 05一 般 管 理 費
あまがさき・ひと咲きプラザ
整 備 事 業

72,700
設計の変更等に伴い、工事の年度内完了が見込めない
ため

款 項 目 金　　額

議89-13



３　債務負担行為で平成30年度以降にわたるものについての平成28年度末までの支出額及び平成29年度以降の支出予定額等に関する調書
　　

（単位　千円）

　追　加

　変　更

233,200 233,200233,200 平成30年度まで

補正後の額

27,000 27,00027,000 平成30年度まで

206,200

補 正 額

206,200 平成30年度まで 206,200

給食調理業務委託関係事業 補正前の額

2,577,000 1,274,856 1,206,100 96,044

334,663 33,400 8,439

市 営 住 宅 建 替 事 業 2,577,000 平成32年度まで

保 育 環 境 改 善 事 業 376,502 平成30年度まで 376,502

摘　要
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 市　債 その他

左　　の　　財　　源　　内　　訳
事　　項 限　度　額 支 出 額 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

平成28年度末までの 平 成 29年 度 以 降 の

事　　項 限　度　額
市　債 その他期　　間 金　　額 期　　間

一般財源
摘　要

平成28年度末までの
支 出 額

平 成 29年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳
特　　定　　財　　源

金　　額 国県支出金

支 所 施 設 整 備 事 業 補正前の額

157,800 平成30年度まで 157,800 35,500

補 正 額

72,000 平成31年度まで 72,000 18,300

補正後の額

229,800 平成31年度まで 229,800 53,800176,000

53,700

122,300

議89-14



 

   

議案第９０号 

 

   平成２９年度尼崎市特別会計国民健康保険事業費補正予算 

（第１号） 

 

平成２９年度尼崎市の特別会計国民健康保険事業費補正予算（第１ 

号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２，２３０千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６２，７７９，３０９

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 

平成２９年１２月５日提出 

 

尼崎市長 稲  村  和  美 

 

議90



第１表  歳入歳出予算補正

　歳　　　入

65繰 越 金 300,000 12,230 312,230

05繰 越 金 300,000 12,230 312,230

62,767,079 12,230 62,779,309

　歳　　　出

60諸 支 出 金 35,576 12,230 47,806

10諸 費 35,576 12,230 47,806

62,767,079 12,230 62,779,309

款 項

歳  入  合　計

（単位　千円）

計

　

補正前の額

　

補正額

歳  出  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

議90-2



第２表　　債務負担行為補正
（単位　千円）

　追　　　加

平成39年度 49,663

事　　　　　項 期　　間 限　度　額

国 民 健 康 保 険 シ ス テ ム 整 備 事 業

議90-3





特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 費 予 算 説 明 書

（ 補 正 １ 号 ）

議90-5



議90-6



議90-7



２　債務負担行為で平成30年度以降にわたるものについての平成28年度末までの支出額及び平成29年度以降の支出予定額等に関する調書
　　

（単位　千円）

　追　加

平成28年度末までの 平 成 29年 度 以 降 の 左　　の　　財　　源　　内　　訳
事　　項 限　度　額 支 出 額 支 出 予 定 額 特　　定　　財　　源

一般財源

49,663

摘　要
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国県支出金 市　債 その他

49,663
国 民 健 康 保 険 シ ス テ ム
整 備 事 業

49,663 平成39年度まで

議90-8



 

   

議案第９１号 

 

   平成２９年度尼崎市特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

費補正予算（第１号） 

 

平成２９年度尼崎市の特別会計母子父子寡婦福祉資金貸付事業費補正

予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４５８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７，３３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

平成２９年１２月５日提出 

 

尼崎市長 稲  村  和  美 

 

議91



第１表  歳入歳出予算補正

　歳　　　入

60繰 入 金 1,251 458 1,709

05他 会 計 繰 入 金 1,251 458 1,709

26,880 458 27,338

　歳　　　出

05貸 付 事 業 費 20,831 458 21,289

05貸 付 事 業 費 20,831 458 21,289

26,880 458 27,338

款 項

歳  入  合　計

（単位　千円）

計

　

補正前の額

　

補正額

歳  出  合　計

款 項 補正前の額 補正額 計

議91-2



（ 補 正 １ 号 ）

特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費予算説明書

議91-3



議91-4



議91-5





 

 条 例 





 

議92 

議案第９２号 

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員定数条例の一部を改正する条例 

 尼崎市職員定数条例（昭和２４年尼崎市条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第１項第１号中「尼崎市福祉事務所の職員 １７４人」を「社

会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１４条第１項に規定する福祉に

関する事務所の職員 ２１３人」に改める。 

   付 則 

 この条例は、平成３０年１月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市保健福祉センターの設置による職員定数の増員等を行うため、

条例改正が必要であることから、本案を提出する。 

 

 





 

議93 

議案第９３号 

尼崎市立小学校、尼崎市立中学校及び尼崎市立特別支援学校 

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

尼崎市立小学校、尼崎市立中学校及び尼崎市立特別支援学校の設置及

び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

平成２９年１２月５日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市立小学校、尼崎市立中学校及び尼崎市立特別支援学校 

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

尼崎市立小学校、尼崎市立中学校及び尼崎市立特別支援学校の設置及

び管理に関する条例（平成２８年尼崎市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第１尼崎市立わかば西小学校の項中「尼崎市道意町６丁目６番地

の３」を「尼崎市武庫川町１丁目２５番地」に改める。 

別表第２尼崎市立小田中学校の項中「尼崎市西川１丁目１１番１号」

を「尼崎市長洲中通１丁目１０番１号」に改める。 

付 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

わかば西小学校及び小田中学校を移転するため、条例改正が必要で

あることから、本案を提出する。 

 

 

 





議94 

議案第９４号  

   尼崎市立琴ノ浦高等学校給食事業者選定委員会条例について  

 尼崎市立琴ノ浦高等学校給食事業者選定委員会条例を次のように制定

する。  

  平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市立琴ノ浦高等学校給食事業者選定委員会条例  

（設置）  

第１条 尼崎市立琴ノ浦高等学校における給食の実施に必要な調理、配

送等の業務の委託契約の相手方となるべき事業者（以下「給食事業

者」という。）の選定に関する事項を調査審議させるため、尼崎市教

育委員会（以下「教育委員会」という。）の付属機関として、尼崎市

立琴ノ浦高等学校給食事業者選定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。  

（組織）  

第２条 委員会は、委員７人以内で組織する。  

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は

任命する。  

   学識経験者  

   生徒の保護者の代表者  

   校長  

   事務長  

３ 委員は、給食事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したとき

は、解嘱され、又は解任されるものとする。  

（委員長）  

第３条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。  

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委

員長が指名する委員がその職務を代理する。  

（招集）  



議94-2 

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。  

（会議）  

第５条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くこと

ができない。  

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数の

ときは、委員長の決するところによる。  

（意見の聴取等）  

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

出席させて意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求める

ことができる。  

（委任）  

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事

項は、委員長が委員会に諮って定める。  

   付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（招集の特例）  

２ 最初に招集される委員会は、第４条の規定にかかわらず、教育委員

会が招集する。  

 

 

 

（説 明）  

尼崎市立琴ノ浦高等学校給食事業者選定委員会を設置するため、条

例制定が必要であることから、本案を提出する。 



議95 

議案第９５号  

   尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例について  

 尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例を次のように制定する。  

  平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美 

尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会条例 

（設置） 

第１条 尼崎市立中学校における弁当事業（尼崎市立中学校において希

望する生徒等に弁当を提供する事業をいう。）の実施に必要な調理、

配送等の業務の委託契約の相手方となるべき事業者（以下「弁当事

業者」という。）の選定に関する事項を調査審議させるため、尼崎

市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の付属機関として、

尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員７人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は

任命する。 

   学識経験者 

   生徒の保護者の代表者 

   校長 

３ 委員は、弁当事業者の選定に関する事項の調査審議が終了したとき

は、解嘱され、又は解任されるものとする。 

（委員長）  

第３条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。  

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委

員長が指名する委員がその職務を代理する。 

（招集）  

第４条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 



議95-2 

（会議）  

第５条 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くこと

ができない。  

２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数の

ときは、委員長の決するところによる。  

（意見の聴取等）  

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に

出席させて意見を聴き、又は必要な説明若しくは資料の提出を求める

ことができる。  

（委任）  

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事

項は、委員長が委員会に諮って定める。  

   付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（招集の特例）  

２ 最初に招集される委員会は、第４条の規定にかかわらず、教育委員

会が招集する。  

 

 

 

（説 明）  

尼崎市立中学校弁当事業者選定委員会を設置するため、条例制定が

必要であることから、本案を提出する。  
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議案第９６号 

   尼崎市手話言語条例について 

 尼崎市手話言語条例を次のように制定する。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市手話言語条例 

 言語は、人と人との意思疎通に使用されるだけでなく、知識を蓄え、

これを伝達し、文化を創造する上で不可欠なものとして、人類の進歩に

大きく貢献してきました。また、言語は、人間が個性を形成する上での

重要な要素の一つであるため、あらゆる言語が言語として認知され、そ

れを使用し、学び、伝える権利が保障されなければなりません。 

 手話は、手指や身体の動きと表情を使って表現する視覚言語です。し

かし、音声言語とは異なり、かつてろう学校において事実上手話の使用

が禁止されていたことや、社会での手話に対する偏見があったことなど

から、長年にわたり手話が言語として認められてこなかったという、ろ

う者にとっては苦難の歴史がありました。 

現在の社会においても、いまだ一般に手話と接する機会は少なく、教

育現場や災害発生時などの様々な場面において、ろう者が意思疎通を図

り、必要な情報を取得することができる環境が十分に整備されていると

はいえず、また、手話やろう者に対する理解も深まっているとはいえま

せん。 

 このような状況の中で、障害者の権利に関する条約や障害者基本法に

おいて、手話は言語として位置付けられ、また、障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律において、全ての国民が、障害がある人もな

い人も平等に生活することができる社会の実現を目指すことが求められ

ています。 

 このため、私たちは、手話が音声言語と同様に重要な役割を担ってい

ることを認識し、手話とろう者に対する理解を深めるための取組を積極

的に進めていかなければなりません。 

ここに、私たちは、誰もが自らの言語で意思疎通を図り、必要な情報
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を取得することができることによって安心して暮らすことができるよう、

地域で支え合い、お互いを尊重し、理解して共に生きることができる社

会の実現を目指して、この条例を制定します。 

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、手話及びろう者に対する理解並びに手話の普及

（以下「手話に対する理解等」という。）の促進に関し、基本理念を

定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、手話に対

する理解等の促進に関する施策（以下「促進施策」という。）の基本

的事項を定めることにより、促進施策を総合的かつ計画的に推進し、

もって全ての市民等が共生することができる地域社会の実現に寄与す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

  ろう者 聴覚に障害があり、手話を言語として使用することによ

り日常生活又は社会生活を営む者をいう。 

  市民 本市の区域内に住所若しくは勤務場所を有し、又は本市の

区域内に存する学校等に通学する者をいう。 

  事業者 本市の区域内で事業を営む個人及び法人その他の団体を

いう。  

  市民等 市民及び事業者をいう。 

  手話通訳者 手話によりろう者とその他の者との意思疎通を仲介

する者をいう。 

（基本理念） 

第３条 ろう者は、手話により意思疎通を図る権利を有し、その権利は

尊重されなければならない。 

２ 手話に対する理解等の促進は、ろう者の自立した日常生活及び地域

における社会参加の機会を確保することにより、全ての市民が相互に

人格及び個性を尊重し合い、全ての市民等が共生することができる地

域社会の実現を目指して行われなければならない。 
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（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）に

のっとり、促進施策を策定し、及び実施するものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、手話及びろう者に対する理解を

深めるよう努めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する促進施策に協力するよう努めなければならな

い。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、手話及びろう者に対する理解

を深めるよう努めるとともに、ろう者が利用しやすいサービスを提供

し、及びろう者が働きやすい環境を整備するよう努めなければならな

い。 

２ 事業者は、市が実施する促進施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

（施策の策定等） 

第７条 市は、促進施策として次の各号に掲げる施策を策定し、及び実

施するものとする。 

  手話及びろう者に対する理解が深められ、並びに手話を普及させ

るための施策 

  手話による意思疎通及び情報の取得の機会を拡大するための施策 

  手話通訳者の確保及び養成のための施策 

  その他市長が必要と認める施策 

２ 市長は、前項各号に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するため、

障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定によ

り策定する計画（市における障害者のための施策に関する基本的な計

画をいう。）において、当該施策に関する事項を定めるものとする。 

３ 市長は、第１項各号に掲げる施策の実施の状況等について、次の各

号に掲げる者の意見を聴くものとする。 

   学識経験者 
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   ろう者 

   手話通訳者 

   市民（ろう者を除く。）又は事業者の代表者 

   その他市長が必要と認める者 

（手話及びろう者に対する理解を深めるための機会の確保等） 

第８条 市は、ろう者、手話通訳者及び市民等と協力して、手話に関す

る講習会を実施すること等により、手話及びろう者に対する理解を深

めるための機会を確保するよう努めるものとする。 

２ 市は、市職員が手話及びろう者に対する理解を深めるための研修を

実施するよう努めるものとする。 

（手話を使用した情報発信） 

第９条 市は、手話を使用して市政に関する情報を発信するよう努める

ものとする。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要

な事項は、市長が定める。 

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

  手話が言語であるとの理解を深め、障害の有無によって分け隔てら

れることなく、お互いを尊重し、理解して共に生きることができる社

会の実現を目指すため、条例制定が必要であることから、本案を提出

する。 
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議案第９７号 

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

について 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

尼崎市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年尼崎市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第５号ア中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に

改める。 

付 則 

 この条例は、平成３０年１月１日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

所得税法等の一部を改正する等の法律（平成２９年法律第４号）の

制定に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第９８号  

   尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改  

正する条例について 

 尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。  

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例の一部を改  

正する条例 

 尼崎市立児童ホームの設置及び管理に関する条例（平成２６年尼崎市

条例第２６号）の一部を次のように改正する。  

 別表尼崎市立わかば西児童ホームの項中「尼崎市道意町６丁目６番地

の３」を「尼崎市武庫川町１丁目２５番地」に改める。  

  付 則  

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

 

 

 

（説 明） 

  わかば西児童ホームを移転するため、条例改正が必要であることか

ら、本案を提出する。 
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議案第９９号  

尼崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の一部  

を改正する条例について  

尼崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。  

平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の一部  

を改正する条例  

 尼崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（平成３年尼崎

市条例第９号）の一部を次のように改正する。  

 第２条の見出し中「用語の」を削る。  

第３条第１項中「次の表の（あ）項」を「次表（あ）項」に、「とこ

ろにより算定して得た面積（」を「計算式により算出した面積（」に、

「１，０００平方メートル」を「１，５００平方メートル」に、「同表

の（い）項」を「同表（い）項」に、「当該延べ面積を当該」を「それ

ぞれの延べ面積をその」に、「同表の（う）項」を「同表（う）項」に

改め、「順次」を削り、「の合計数値」を「を合計したもの（以下「合

計数値」という。）」に、「当該合計数値に同表の（え）項」を「合計

数値に同表（え）項」に、「ところにより算定して得た数値」を「計算

式により算出した数値」に、「駐車する」を「駐車させる」に改め、同

項の表（あ）項中「３分の１」を「２分の１」に改め、同表（い）項中

「百貨店」の前に「特定部分のうち」を加え、「又は事務所」を削り、

「 に掲げる特定部分以外の特定部分」を「特定部分のうち の用途に

供する部分以外の部分」に改め、同表（え）項中「ところにより算定し

て得た」を「計算式により算出した」に改め、同条第２項中「事務所の

用途に供する部分の延べ面積が」の前に「特定部分のうち」を加え、

「次の表」を「次表」に、「面積に区分し、当該」を「部分に区分し、

それぞれの部分の面積にその」に改め、「順次」を削り、「の合計面積

を」を「を合計したものに」に、「に加え」を「を加え」に改め、同条
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第３項を次のように改める。  

３ 最低駐車台数は、第１項（前項の規定により適用される場合を含

む。）の規定により算出されたものの数値に１未満の端数があるとき

はこれを切り上げ、その算出されたものの数値が２未満であるときは

これを２とする。  

第４条第１項中「１，０００平方メートル」を「１，５００平方メー

トル」に、「、当該増築」を「、これらの増築後」に、「場合に算出さ

れる最低駐車台数から当該増築」を「ならば算出されることとなる最低

駐車台数からこれらの増築前」に、「場合に算出される最低駐車台数

（当該増築」を「ならば算出されることとなる最低駐車台数（これらの

増築前」に、「１）を」を「１。以下「変更前最低駐車台数」とい

う。）を」に、「数値（当該増築」を「数値（これらの増築前」に、

「に同条」を「の新築について同条又は第７条」に、「駐車する」を

「駐車させる」に、「、当該建築物」を「、これらの増築後若しくは用

途変更後の建築物」に改め、同条第２項を次のように改める。  

２ 前項の増築又は用途変更に係る建築物について、当該増築又は当該

用途変更のための大規模修繕等の工事の着手の際現に変更前最低駐車

台数を上回る台数の自動車を駐車させることができる駐車施設（以下

「特定駐車施設」という。）が附置され、又は特定駐車施設で専ら当

該建築物を利用する者のためのものが設置されている場合において、

当該変更前最低駐車台数を上回る台数の自動車を駐車させることがで

きる部分を専ら当該増築後又は用途変更後の建築物を利用する者のた

めの駐車部分（自動車の駐車の用に供する部分をいう。以下同じ。）

として使用しようとするときにおける同項の規定の適用については、

この項の規定を適用せずに前項の規定を適用したならば算出されるこ

ととなる数値から当該変更前最低駐車台数を上回る分の台数（その使

用に係る台数に限る。）を減じて得た数値をもって、同項の規定によ

り算出した数値とみなす。  

第１３条第１項中「の代表者」を「（法人でない団体で代表者又は管

理人の定めのあるものを含む。以下この項において同じ。）の代表者若
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しくは管理人」に、「従業者が」を「従業者が、」に、「、前条」を

「前条」に、「場合においては、その」を「ときは、」に改め、同項た

だし書を削り、同条に次の１項を加える。  

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代

表者又は管理人がその訴訟行為につき当該団体を代表するほか、法人

を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用

する。  

第１３条を第１７条とする。  

第１２条第１項中「第１０条」を「第１４条」に、「市長の命令に従

わなかった者は、１００，０００円」を「命令に違反した者は、５００，

０００円」に改め、同条第２項中「第９条第１項」を「第１２条第１

項」に、「をせず」を「の要求に対し、これを拒み」に、「又は職員

の」を「同項の規定による」に、「忌避した者は、３０，０００円」を

「忌避し、又は同項の規定による質問に対し、答弁をせず、若しくは虚

偽の答弁をした者は、２００，０００円」に改め、同条に次の１項を加

える。  

３ 第９条前段の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、

１００，０００円以下の罰金に処する。  

第１２条を第１６条とし、第１１条を第１５条とし、第１０条を削る。  

第９条の見出しを「（報告の聴取等）」に改め、同条第１項中「建築

物又は」を「附置義務者又は建築物若しくは」に、「又は管理者に対し、

当該」を「若しくは管理者に対し、相当の期限を定めて」に、「事項

の」を「事項について」に、「職員をして」を「職員に、」に、「立ち

入り」を「立ち入らせ」に改め、同条第２項中「より」を「よる」に、

「する」を「行う」に改め、同条を第１２条とし、同条の次に次の２条

を加える。  

（指導及び勧告等）  

第１３条 市長は、第３条第１項、第４条第１項、第７条、第８条第１

項から第３項まで若しくは第５項又は第１１条の規定に違反している

者に対し、相当の期限を定めて、その違反を是正するために必要な措
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置を講ずるよう指導し、又は勧告することができる。  

２ 市長は、前項の規定による勧告を行う場合において、必要があると

認めるときは、同項に規定する者に対し、相当の期限を定めて、当該

勧告に係る違反を是正するための計画を記載した書類の提出を求める

ことができる。  

（措置命令）  

第１４条 市長は、前条第１項の規定による勧告を受けた者が正当な理

由なく同項の規定により定めた期限までに当該勧告に係る措置を講じ

なかった場合において、特に必要があると認めるときは、当該者に対

し、相当の期限を定めて、当該勧告に係る措置を講ずべきことを命ず

ることができる。  

第８条の見出し中「管理」を「維持管理」に改め、同条中「第３条、

第４条又は前条」を「第３条第１項若しくは第４条第１項」に改め、「、

又は」の次に「第７条の規定により」を加え、「駐車施設の」を「駐車

施設に係る建築物又は当該駐車施設の」に、「その目的に」を「次の各

号に掲げる基準のいずれにも」に改め、同条に次の各号を加える。  

  当該駐車施設に駐車させることができる自動車の台数が、第３条

第１項若しくは第４条第１項の規定により附置し、又は第７条の規

定により設置すべき駐車施設にこれらの規定により少なくとも駐車

させることができることとすべき自動車の台数以上の台数であるこ

と。  

  第８条第１項から第３項まで及び第５項の規定に適合すること。  

  当該駐車施設の設置の目的に適合すること。  

第８条を第１１条とし、第７条を削る。  

第６条第１項中「第３条又は第４条」を「第３条第１項若しくは第４

条第１項」に、「附置する」を「附置され、又は前条の規定により設置

される」に改め、「単に」を削り、「自動車の駐車の用に供する部分

（以下「駐車部分」という。）」を「駐車部分」に改め、同項ただし書

中「駐車する」を「駐車させる」に、「次項の規定に適合し、車いす利

用者が駐車できる」を「車椅子利用者のための駐車部分（次項の規定に
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適合するものに限る。）に自動車を駐車させることができる」に改め、

同条第２項中「車いす利用者」を「車椅子利用者」に改め、同条第５項

中「に定める」を「に規定する」に、「の規模」を「は、規則で定める

規模」に、「は、規則で定める」を「に適合させなければならない」に

改め、同条を第８条とし、同条の次に次の２条を加える。  

（駐車施設に係る建築物等の届出）  

第９条 第３条第１項若しくは第４条第１項の規定により駐車施設を附

置し、又は第７条の規定により駐車施設を設置すべき者（以下「附置

義務者」という。）は、その附置し、又は設置すべき駐車施設に係る

建築物について新築し、増築し、又は用途変更のために大規模修繕等

をしようとするときは、規則で定めるところにより、当該建築物及び

当該駐車施設の位置その他の規則で定める事項を市長に届け出なけれ

ばならない。その届け出た事項を変更しようとするときも、同様とす

る。  

（駐車施設の附置等に係る工事等の完了の届出）  

第１０条 附置義務者は、その附置し、又は設置すべき駐車施設の附置

又は設置に係る工事その他の必要な行為が完了したときは、規則で定

めるところにより、その旨を市長に届け出なければならない。  

第５条の次に次の２条を加える。  

（適用除外）  

第６条 建築物の敷地でその全部又は過半が適用地域外に属していたも

のの全部又は過半が適用地域内に属することとなった場合は、その適

用地域内に属することとなった日から起算して６月以内に当該敷地に

おいて次のいずれかに該当する行為に係る工事に着手する者について

は、当該行為の区分に応じ、当該号に定める規定は、適用しない。  

   建築物の新築 第３条  

   建築物の増築又は用途変更のための大規模修繕等 第４条  

（駐車施設の附置の特例）  

第７条 第３条第１項（同条第２項の規定により適用される場合を含む。

以下同じ。）又は第４条第１項の規定により駐車施設を附置すべき者
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は、交通の安全の確保若しくは交通の円滑化を図ることができ、又は

その附置すべき駐車施設に係る建築物若しくは当該建築物の敷地の有

効な利用に資すると市長が認める場合その他当該建築物又は当該建築

物の敷地内に当該駐車施設を附置することができないことについて市

長がやむを得ない理由があると認める場合は、これらの規定にかかわ

らず、当該建築物の敷地からおおむね２００メートル以内の場所に、

前条各号に掲げる行為の区分に応じ当該号に定める規定により算出し

た数値以上の台数の自動車を駐車させることができる駐車施設で専ら

当該建築物を利用する者のためのものを設置しなければならない。  

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年１月１日から施行する。ただし、付則第５

項の規定は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に尼崎市建築物

における駐車施設の附置等に関する条例施行規則（平成３年尼崎市規

則第４４号）第４条の規定による届出をした者で、この条例による改

正後の尼崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）第３条第１項（同条第２項の規定により

適用される場合を含む。以下同じ。）又は第４条第１項の規定を適用

したならばこれらの規定により駐車施設（尼崎市建築物における駐車

施設の附置等に関する条例第２条第４号に規定する駐車施設をいう。

以下同じ。）を附置すべき者に該当することとなるものについては、

改正後の条例第９条の規定による届出をした者とみなす。  

３ この条例による改正前の尼崎市建築物における駐車施設の附置等に

関する条例第３条第１項若しくは第４条第１項の規定により附置され、

又は同条例第７条の規定により設置された駐車施設で、改正後の条例

第３条第１項又は第４条第１項の規定を適用したならばこれらの規定

により駐車施設を附置すべき者に該当しないこととなる者が附置し、

又は設置したものについては、施行日以後は、改正後の条例第８条第
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１項から第３項まで及び第５項、第１０条、第１１条並びに第１２条

第１項の規定は、適用しない。  

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお

従前の例による。  

（委任）  

５ 付則第２項から前項までに規定するもののほか、この条例の施行に

ついて必要な経過措置は、市長が定める。  

 

 

 

（説 明）  

今後の自動車交通需要の減少など、駐車施設を取り巻く状況変化に

合わせた設置基準への見直しを行うため、条例改正が必要であること

から、本案を提出する。  





議100 

議案第１００号  

   尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例の一部を改正する条  

例について  

 尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定する。  

  平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例の一部を改正する条  

   例  

尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例（昭和３０年尼崎市条例第７

号）の一部を次のように改正する。  

 第５条第２項中「わたるものについて」を「わたるものに係る占用

料」に、「以降」を「以後」に、「の期別により」を「に掲げる区分に

応じ当該号に定める日までに」に、「この場合において」を「ただし、

翌年度以後の分について」に、「３，０００円以下のものについては、

前期分の徴収の際」を「１０，０００円以下である場合は、毎年度第１

号に定める日まで」に改め、同項第１号中「分については、５月１５日

まで」を「における占用期間分 ５月３１日」に改め、同項第２号中

「分については、１１月１５日まで」を「における占用期間分 １１月

３０日」に改め、同条に次の１項を加える。  

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、別に

占用料の納期を定めることができる。  

別表第１項中「４，３２０円」を「４，６４４円」に、「２，２３２

円」を「２，４１２円」に改め、同表第２項中「４，３５６円」を「４，

１６４円」に改め、同表第３項中「１，６２０円」を「１，５４８円」

に改め、同表第５項中「１，７６４円」を「１，６９２円」に、「１，

４４０円」を「１，５４８円」に改め、同表第６項中「１０８円」を

「１２０円」に、「１４４円」を「１５６円」に、「２１６円」を「２

４０円」に、「２８８円」を「３１２円」に、「４３２円」を「４６８

円」に、「５７６円」を「６２４円」に、「１，００８円」を「１，０
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９２円」に、「１，４４０円」を「１，５４８円」に、「２，８８０

円」を「３，０９６円」に改め、同表第７項中「１０８円」を「１２０

円」に、「１４４円」を「１５６円」に、「２１６円」を「２４０円」

に、「２８８円」を「３１２円」に、「４３２円」を「４６８円」に、

「５７６円」を「６２４円」に、「１，００８円」を「１，０９２円」

に、「１，４４０円」を「１，５４８円」に、「２，８８０円」を「３，

０９６円」に改め、同表第８項及び第９項中「３，６００円」を「３，

４４４円」に改め、同表第１０項中「１２０円」を「１２９円」に改め、

同表第１２項及び第１３項中「２，９５２円」を「２，９０４円」に改

め、同表第１４項中「６２４円」を「５３６円」に改め、同表第１５項

中「第７条第１０号」を「第７条第１２号」に改め、同表第１６項を次

のように改める。  

１６ 広告

看板類  

電柱等既設占用物件に

巻付けのもの  

１枚につき１月  １２１円  

電柱等既設占用物件に

添加のもの  

２４２円  

突出し看板及び官公署

の宣伝併用の看板  

表示面積１平方

メートルにつき

１月  

１７６円  

そ の 他 の 広 告 看 板 類

（アーチであるものを

除く。）  

３５６円  

別表第１７項中「３，６８４円」を「３，２１５円」に、「７，３５

６円」を「６，４３０円」に改め、同表第１８項中「３，６００円」を

「３，４４４円」に改め、同表第１９項中「２，３４０円」を「２，２

４４円」に、「３００円」を「２８７円」に改め、同表第２０項中「１，

２３６円」を「１，２０６円」に、「２，４６０円」を「２，４１２

円」に、「３，９２４円」を「３，８５８円」に改め、同表第２１項中

「６２４円」を「５３６円」に、「２５２円」を「２４２円」に改め、

同表第２２項中「６２４円」を「５３６円」に改める。  



議100-3 

付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、別表第１

５項の改正規定は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の際この条例による改正前の尼崎市道路占用料の徴

収等に関する条例の規定に基づいてこの条例の施行の日以後の占用に

係る占用料を納付している者は、当該占用料に相当する期間中は、こ

の条例による改正後の尼崎市道路占用料の徴収等に関する条例の規定

に基づく占用料を納付したものとみなす。  

 

 

 

（説 明） 

  道路の占用料を改定するため、条例改正が必要であることから、本

案を提出する。 
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議案第１０１号 

尼崎市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を 

改正する条例について 

尼崎市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

平成２９年１２月５日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美 

   尼崎市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を 

   改正する条例 

 尼崎市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例（平成７年尼崎市

条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第１８条第

１項」を「道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２４条の２第１項」

に、「施設」を「自動車駐車場（同法第２条第２項に規定する道路の附

属物である自動車駐車場をいう。）」に改める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明） 

阪神尼崎駅前駐車場の建設資金の償還満了に伴い、その根拠法令を

改めるため、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第１０２号 

   尼崎市水路管理条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市水路管理条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市水路管理条例の一部を改正する条例 

 尼崎市水路管理条例（昭和５２年尼崎市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第２項中「３６０円」を「３８７円」に、「１８６円」を「２０

１円」に改め、同表第３項中「３６３円」を「３４７円」に改め、同表

第４項中「１３５円」を「１２９円」に改め、同表第５項中「９円」を

「１０円」に、「１２円」を「１３円」に、「１８円」を「２０円」に、

「２４円」を「２６円」に、「３６円」を「３９円」に、「４８円」を

「５２円」に、「８４円」を「９１円」に、「１２０円」を「１２９

円」に、「２４０円」を「２５８円」に改め、同表第６項及び第７項中

「３００円」を「２８７円」に改め、同表第８項中「６２４円」を「５

３６円」に、「２５２円」を「２４２円」に改め、同表第９項中「３０

０円」を「２８７円」に改め、同表第１０項中「６２４円」を「５３６

円」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際この条例による改正前の尼崎市水路管理条例の

規定に基づいてこの条例の施行の日以後の使用等（尼崎市水路管理条

例第５条第１項に規定する使用等をいう。）に係る使用料を納付して

いる者は、当該使用料に相当する期間中は、この条例による改正後の

尼崎市水路管理条例の規定に基づく使用料を納付したものとみなす。 
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（説 明） 

  水路の占用に係る使用料を改定するため、条例改正が必要であるこ

とから、本案を提出する。 
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議案第１０３号  

   尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例について  

 尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。  

  平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美  

   尼崎市都市公園条例の一部を改正する条例  

尼崎市都市公園条例（昭和３３年尼崎市条例第１７号）の一部を次の

ように改正する。  

 別表第２ 中「７２１円」を「６２０円」に改め、同表 中「１，４

４２円」を「１，２４０円」に改め、同表 の表第１項中「４，３２０

円」を「４，６４４円」に、「２，２３２円」を「２，４１２円」に改

め、同表第２項中「３，６００円」を「３，４４４円」に改め、同表第

３項中「４，３５６円」を「４，１６４円」に改め、同表第４項中「１，

６２０円」を「１，５４８円」に改め、同表第５項中「１，７６４円」

を「１，６９２円」に、「１，４４０円」を「１，５４８円」に改め、

同表第６項中「１０８円」を「１２０円」に、「１４４円」を「１５６

円」に、「２１６円」を「２４０円」に、「２８８円」を「３１２円」

に、「４３２円」を「４６８円」に、「５７６円」を「６２４円」に、

「１，００８円」を「１，０９２円」に、「１，４４０円」を「１，５

４８円」に、「２，８８０円」を「３，０９６円」に改め、同表第７項

中「３，６００円」を「３，４４４円」に改め、同表第８項中「１２０

円」を「１２９円」に改め、同表第９項中「３，６００円」を「３，４

４４円」に改め、同表中  

「                               

１ ０  標 識

及 び 標 柱

類  

乗合自動車停

留所のもの  

１ 本 に つ き １

年  

２，３４０円  

その他のもの  ３，６００円  

１ １  工 事 用 板 囲 い 、 足

場、詰所その他これらに 

占 用 面 積 １ 平

方 メ ー ト ル に  

６２４円  

      

を
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類するもの  つき１月   

                                                          」  

「  

１ ０  標 識

及 び 標 柱

類  

乗合自動車停

留所のもの  

１本につき１

年  

２，２４４円  

その他のもの  ３，４４４円  

１ １  工 事

用施設  

土地上に設け

る板囲い又は

足場、詰所、

材料置場、駐

車施設その他

これらに類す

るもの  

占用面積１平

方メートルに

つき１月  

５３６円  

上空に設ける

足場又は養生

棚  

２４２円  

１２ その他のもの  占用面積１平

方メートル又

は長さ１メー

トルにつき１

月  

５ ３ ６ 円 以 内

で そ の 都 度 市

長が定める額  

                              」  

改める。  

別表第２ 中「第３条第１項」を「第３条第１項各号」に改め、同表

 の表中「７３５円」を「６３２円」に、「２，５３６円」を「２，１

８０円」に、「１０，２０８円」を「８，７７８円」に、「４９円」を

「４２円」に、「１０円」を「８円」に、「２２円」を「１８円」に改

める。  

     付 則  

に
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（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の際この条例による改正前の尼崎市都市公園条例の

規定に基づいてこの条例の施行の日以後の公園の使用に係る使用料を

納付している者は、当該使用料に相当する期間中は、この条例による

改正後の尼崎市都市公園条例の規定に基づく使用料を納付したものと

みなす。  

 

 

 

（説 明）  

  公園の占用等に係る使用料を改定するため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。  

 

 

 





 

 その他 
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議案第１０４号 

   尼崎市総合計画後期まちづくり基本計画の策定について 

 尼崎市のまちづくりの基本計画を次のとおり策定するため、議決を求

める。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市総合計画後期まちづくり基本計画（別冊） 

 

 

 

（説 明） 

現まちづくり基本計画の計画年限の到来を迎え、後期まちづくり基

本計画の策定が必要であることから、尼崎市議会の議決に付すべき事

件を定める条例の規定により、本案を提出する。 
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議案第１０５号 

市有地の売払いについて 

 市有地を次のとおり売り払うため、議決を求める。 

  平成２９年１２月５日提出 

               尼崎市長 稲  村  和  美  

１ 売払いの目的   尼崎市立尼崎東高等学校跡地の一部を住宅開発

用地として活用するため 

２ 売払いの市有地 

所 在 地 番 地  目 面    積 

尼崎市食満５丁目２０６番１ 学校用地 
２１，３２６．７４ 

平方メートル 

尼崎市食満５丁目２０６番４ 学校用地 
９５２．９２ 

平方メートル 

計 
 ２２，２７９．６６

平方メートル 

３ 売払いの金額   １，５９７，５８１，０００円 

４ 売払いの相手方  岸和田市土生町１丁目４番２３号 

  フジ住宅株式会社 

             代表取締役 宮脇 宣綱 

 

 

 

（説 明） 

  尼崎市立尼崎東高等学校跡地の一部を売り払うため、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定によ

り、本案を提出する。 
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議案第１０８号 

   指定管理者の指定について 

 阪神尼崎駅前駐車場の指定管理者を次のとおり指定するため、議決を

求める。 

  平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長  稲  村  和  美           

１ 施設の名称  阪神尼崎駅前駐車場 

２ 施設の位置  尼崎市神田中通１丁目１番地 

３ 指定管理者  東京都千代田区有楽町２丁目７番１号 

タイムズ２４株式会社 

           代表取締役 西 川 光 一 

 

４ 指定期間   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで 

 

 

 

（説 明） 

  阪神尼崎駅前駐車場の指定管理者を指定するため、地方自治法第２

４４条の２第６項の規定により、本案を提出する。 
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議案第１０９号 

市道路線の認定、変更及び廃止について 

市道路線を次のとおり認定、変更及び廃止するため、議決を求める。

平成２９年１２月５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 認定しようとする路線 

路    線    名 
起     点 

終     点 

市 道 第 ８ ６ ０ 号 線 
元浜町２丁目８９－２ 

元浜町２丁目８９－６ 

 

２ 変更しようとする路線 

路    線    名 

旧

新

別 

起     点 

終     点 

時 友 ヲ ノ ツ ボ 線 

旧 
時友字ヲノツボ９４－１３ 

時友字ヲノツボ９４－２０ 

新 
西昆陽 1丁目４２２－１ 

西昆陽 1丁目４２８－１ 

時 友 常 松 線 第 １ 号 

旧 
時友字猪名ノ南３３７ 

時友字ヤセダ１１２－１ 

新 
武庫之荘９丁目２１ 

武庫之荘８丁目３６６ 
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時友停留所常吉線第５号 

旧 
時友字ヤセダ１１０－１ 

時友字中島１６０ 

新 

武庫の里２丁目２７７－２ 

武庫の里２丁目９７－２ 

時 友 中 島 線 

旧 
時友字ヤセダ１２７－４ 

時友字中島１５４－３５ 

新 
武庫の里２丁目２７０－１ 

武庫の里２丁目２１６ 

時 友 中 島 線 の ５ 

旧 
時友字中島１５４－５２ 

時友字中島１６１－１ 

新 
武庫の里２丁目１８４ 

武庫の里２丁目１６７ 

友 行 砂 田 線 

旧 
友行字清水本２８９－１ 

友行字砂田３１２－１ 

新 
武庫之荘６丁目１６２－１ 

武庫之荘８丁目２９８－１ 

大 田 川 線 第 ４ 号 

旧 
常吉字村中５ 

常吉字阪草２１－３ 

新 
常吉１丁目２８４－２ 

武庫の里１丁目４３８－１ 

阪 草 第 ２ ３ 号 

旧 
常吉字阪草５－４ 

常吉字阪草１ 

新 
武庫之荘６丁目４３１－１ 

武庫之荘６丁目３８３ 
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浜 手 区 画 第 ３ ７ 号 線 

旧 
元浜町１丁目１ 

武庫川町２丁目６２ 

新 
元浜町１丁目１ 

武庫川町２丁目６４ 

大 庄 区 画 第 １ ９ 号 線 

旧 
元浜町２丁目６ 

道意町６丁目２９ 

新 
元浜町２丁目１－２ 

道意町６丁目２９－２ 

大 庄 区 画 第 ２ １ 号 線 

旧 
元浜町２丁目２ 

道意町６丁目３０ 

新 
元浜町２丁目７－４ 

道意町６丁目２８－４４ 

市 道 第 ５ ９ ９ 号 線 

旧 
大浜町１丁目２ 

大浜町１丁目９ 

新 
大浜町１丁目２ 

大浜町１丁目８－１ 

大 庄 区 画 第 ６ ０ 号 線 

旧 
大浜町１丁目１３ 

大浜町１丁目４ 

新 
大浜町１丁目８－８ 

大浜町１丁目４ 

大 庄 区 画 第 ６ ４ 号 線 

旧 
大浜町１丁目１５ 

大浜町１丁目１２ 

新 
大浜町２丁目１３－１ 

大浜町２丁目１２ 
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大 庄 区 画 第 ６ １ 号 線 

旧 
大浜町１丁目５２ 

大浜町１丁目４４ 

新 
大浜町１丁目５２－１ 

大浜町１丁目４４ 

臨 海 西 部 区 画 第 １ 号 線 

旧 
大浜町１丁目４９ 

大浜町１丁目５１－１ 

新 
大浜町１丁目４９ 

大浜町１丁目５３－１ 

 

３ 廃止しようとする路線 

路    線    名 
起     点 

終     点 

小 田 第 １ ９ ６ 号 線 
長洲字大門９３ 

長洲字大門８２－１ 

小 田 第 １ ９ ７ 号 乙 線 
長洲字大門８６－１ 

長洲字大門８５－１ 

小 田 第 ２ ７ ４ 号 線 
長洲字大門９３ 

長洲字大門９２ 

 

 

 

（説 明） 

  開発事業の帰属に伴う路線 

・認 定 路 線 ： 市道第８６０号線 

  県道の拡幅事業に伴う路線 

    ・変 更 路 線 ： 時友ヲノツボ線 

               時友常松線第１号 
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               時友停留所常吉線第５号 

               時友中島線 

               時友中島線の５ 

               友行砂田線 

               大田川線第４号 

               阪草第２３号 

               浜手区画第３７号線 

               大庄区画第１９号線 

              大庄区画第２１号線 

               市道第５９９号線 

               大庄区画第６０号線 

大庄区画第６４号線 

               大庄区画第６１号線 

               臨海西部区画第１号線 

  現状道路としての形態が無く、廃止する路線 

   ・廃 止 路 線 ： 小田第１９６号線 

              小田第１９７号乙線 

              小田第２７４号線 

  以上の路線を認定、変更及び廃止するため、道路法第８条第２項(同

法第１０条第３項の規定において準用する場合を含む。)の規定により、

本案を提出する。 

 

 

 

（参 考） 

市道路線の認定図（別紙１） 

市道路線の変更図等(別紙２、別紙２－２、別紙２－３、別紙２－

４、別紙２－５、別紙３、別紙３－２、別紙３－３、別紙４、別

紙４－２、別紙４－３) 

市道路線の廃止図(別紙５) 
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!

!

31
31
 大
庄
区
画
第
３
０
号
線

23
91
 大
庄
区
画
第
３
４
号
線

2422 大
庄
区
画
第
４
９
号
線

2424 大庄区画第５１号線

2419 大庄区画第４７号線

2418 大庄区画第４６号線

2425 大庄区画第５２号線

2423 大庄区画第５０号
線

2420 大庄
区画第４８

号線

2427 大庄区画第５３号線

238
5 大
庄区

画第
３０号

線の
５

　　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

             

                 

                 

                 

                 

                 

                 
                 

　開発区域

　既認定路線

　新規認定路線

凡例

N

市道路線の認定図(Ｓ＝１/１０００)

　　　　

　

　　

　　

　　
　　

　　

　　　　
　　

　　　　　　
　　

　　　　

　　
　　

　　　　

　　　　
　　　　

　　
　　　　

　　
　　　　
　　

　　
　　

　　

　
　

　　

　 　

　

　
　

　

　

　 　 　　

　 　

　

　

(4730)　市道第860号線

幅員：6.00ｍ　　延長：41.75ｍ

起点：元浜町2丁目89-2

終点：元浜町2丁目89-6

別紙１

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)
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市道路線の変更図(Ｓ＝１/４０００)

尼
崎
宝
塚
線

JR山陽新幹線

　(1852)時友ヲノツボ線

　(2135)時友常松線第１号

（3406）時友中島線

(3411)時友中島線の５

　(2139)時友停留所常吉線第５号

（2258）友行砂田線

別紙２-２

別紙２-３

別紙２-４

N

　変更する路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

　変更する区間      　詳細図のとおり

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例
別紙２-５

(2219)阪草第２３号

県立武庫荘総合高等学校

市立武庫東小学校

別紙２

（2204）太田川線第４号

伊丹市
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2138 停留所線第４号

2998 山陽
新幹線側

道第３号線

1852 時友ヲノツボ線

4073 市
道
第
５
４
１
号
線

4244 市
道
第
６
５
８
号
線

A0083 指定道路西昆陽１号線

2999 山陽
新幹線側

道第４号線

A0154 指定道路武庫之荘９号線

4073 市道第５４１号
線

                                                            

    

    

    

    

    

    

  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

ＪＲ山陽新幹線

N

市道路線の変更図(模式図)

既認定路線　
(1852)時友ヲノツボ線

起終点地番
旧：時友字ヲノツボ94-13～時友字ヲノツボ94-20
   (現：西昆陽1丁目422-2～西昆陽1丁目428-1)
新：西昆陽1丁目422-1～西昆陽1丁目428-1

別紙２－２

県
道
　
尼
崎
宝
塚
線

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝2.10ｍ
起点：西昆陽1丁目422-2
終点：西昆陽1丁目422-2

拡幅前

拡幅後

伊丹市

市境界
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2999 山陽
新幹線側

道第４号線

2998 山陽
新幹線側

道第３号線

3406 時友中島線 44
12
 市
道
第
７
２
７
号
線

2135 時友常松線第１号

21
39
 時
友
停
留
所
常
吉
線
第
５号

34
12
 時
友
中
島
線
の
６

34
08
 時
友
中
島
線
の
２

34
07
 時
友
中
島
線

3406 時
友
中
島
線

  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

ＪＲ山陽新幹線

N

市道路線の変更図(模式図)

廃止する区間
幅員＝2.80ｍ 延長＝12.70ｍ
起点：武庫の里2丁目277-2
終点：武庫の里2丁目277-2

既認定路線　
(2135)時友常松線第１号

起終点地番
旧：時友字猪名ノ南337～時友字ヤセダ112-1
 　(現：武庫之荘9丁目21～武庫之荘8丁目366)
新：武庫之荘9丁目21～武庫之荘8丁目366

別紙２－３

廃止する区間
幅員＝7.80ｍ 延長＝1.20ｍ
起点：武庫之荘8丁目366
終点：武庫之荘8丁目366

拡幅前

拡幅後

既認定路線　
(3406)時友中島線

起終点地番
旧：時友字ヤセダ127-4～時友字中島154-35
   (現：武庫の里2丁目269～武庫の里2丁目216)
新：武庫の里2丁目270-1～武庫の里2丁目216

既認定路線　
(2139)時友停留所常吉線第５号

起終点地番
旧：時友字ヤセダ110-1～時友字中島160
　 (現：武庫の里2丁目277-2～武庫の里2丁目97-2)
新：武庫の里2丁目277-2～武庫の里2丁目97-2

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝1.40ｍ
起点：武庫の里2丁目270-2
終点：武庫の里2丁目270-2

県
道
　
尼
崎
宝
塚
線

県立武庫荘総合高等学校
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  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

市道路線の変更図(模式図)
N

県
道
　
尼
崎
宝
塚
線

別紙２－４

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝3.70ｍ
起点：武庫の里1丁目438-2
終点：武庫の里1丁目438-2

既認定路線　
(2204)太田川線第４号

起終点地番
旧：常吉字村中5～常吉字阪草21-3
　(現：常吉1丁目284-2～武庫の里1丁目438-2)　
新：常吉1丁目284-2～武庫の里1丁目438-1

既認定路線　
(2258)友行砂田線

起終点地番
旧：友行字清水本289-1～友行字砂田312-1
  (現：武庫之荘6丁目162-1～武庫之荘8丁目298-2)
新：武庫之荘6丁目162-1～武庫之荘8丁目298-1

廃止する区間
幅員＝6.00ｍ 延長＝0.26ｍ
起点：武庫の里2丁目184
終点：武庫の里2丁目184

廃止する区間
幅員＝7.00ｍ 延長＝5.60ｍ
起点：武庫之荘8丁目298-4
終点：武庫之荘8丁目298-2

拡幅後

拡幅前

県立武庫荘総合高等学校

既認定路線　
(3411)時友中島線の５

起終点地番
旧：時友字中島154-52～時友字中島161-1
　 (現：武庫の里2丁目184～武庫の里2丁目167)
新：武庫の里2丁目184～武庫の里2丁目167
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2219 阪草線第２３号

2154 下ン田底樋線第２０号

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

市道路線の変更図(模式図)

廃止する区間
幅員＝3.10ｍ 延長＝1.81ｍ
起点：武庫之荘6丁目431-2
終点：武庫之荘6丁目431-2

県
道
　
尼
崎
宝
塚
線

N

既認定路線　
(2219)阪草第２３号

起終点地番
旧：常吉字阪草5-4～常吉字阪草1
　(現：武庫之荘6丁目431-2～武庫之荘6丁目383)
新：武庫之荘6丁目431-1～武庫之荘6丁目383

別紙２－５

拡幅後

拡幅前

武庫地域振興センター

武庫地域振興センター
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線
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庄
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画
第
３
０
号
線

19
67
 大
庄
区
画
第
２
９
号
線

2366 大庄区画第２１号線

2364 大庄区画第１９号線

2409 浜手区画第３７号線

3130 大庄区画第９号線

2418 大庄区画第４６号線

2372 大庄区画第２４号線2416 大庄区画第４４号線

2417 大庄区画第４５号線

2388 大庄区画第３２号線

2425 大庄区画第５２号線

2427 大庄区画第５３号線

2424 大庄区画第５１号線

17
71
 浜
手
区
画
第
４
２
号
線

24
10
 浜
手
区
画
第
４
０
号
線

3134 浜手区画第４６号線

2382 大庄区画第３０号線の２

4602 市
道
第
７
９
５
号
線
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01
 市
道
第
７
９
４
号
線

市道路線の変更図(Ｓ＝１/３０００)

　変更する路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

　変更する区間 　　　詳細図のとおり

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

（2409）浜手区画第３７号線

（2364）大庄区画第１９号線

（2366）大庄区画第２１号線

国道４３号

別紙３－３

N

元浜緑地

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)

市立西小学校

別紙３

　　　

　
　
　

　
　
　

　
　
　

　 　

別紙３－２
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画
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０
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線

19
67
 大
庄
区
画
第
２
９
号
線

2364 大庄区画第１９号線

2409 浜手区画第３７号線3130 大庄区画第９号線

2372 大庄区画第２４号
線

18 大庄区画第４６号線

  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

廃止する区間
幅員＝6.00ｍ 延長＝15.50ｍ
起点：武庫川町2丁目62-1
終点：武庫川町2丁目62-4

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)

N

市道路線の変更図(模式図)

国道４３号
既認定路線　
(2409)浜手区画第３７号線

起終点地番
旧：元浜町1丁目1～武庫川町2丁目62
　 (現：元浜町1丁目1～武庫川町2丁目62-4)
新：元浜町1丁目1～武庫川町2丁目64

別紙３－２

拡幅後

拡幅前
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2366 大庄区画第２１号線

2418 大庄区画第４６号線

2364 大庄区画第１９号線

2424 大庄区画第５１号線

号
線

19 大庄区画第４７号線

5 大
庄区

画第
３０号

線の
５

  廃止する区間

　　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

          終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

廃止する区間
幅員＝6.00ｍ 延長＝16.50ｍ
起点：元浜町2丁目6-8
終点：元浜町2丁目6-4

廃止する区間
幅員＝7.20ｍ 延長＝16.70ｍ
起点：元浜町2丁目11-1
終点：元浜町2丁目7-5

N

市道路線の変更図(模式図)

県
道
尼
崎
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崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)

既認定路線　
(2364)大庄区画第１９号線

起終点地番
旧：元浜町2丁目6～道意町6丁目29
   (現：元浜町2丁目6-8～道意町6丁目29-2)
新：元浜町2丁目1-2～道意町6丁目29-2

既認定路線　
(2366)大庄区画第２１号線

起終点地番
旧：元浜町2丁目2～道意町6丁目30
新：元浜町2丁目7-4～道意町6丁目28-44

別紙３－３

拡幅後

拡幅前
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別紙４－２

　変更する路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

　変更する区間 　　　詳細図のとおり

　既認定路線

　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

（2440)大庄区画第６４号線

（4161)市道第５９９号線

（2435)大庄区画第６０号線

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)

別紙４－３

市道路線の変更図(Ｓ＝１/３０００)

北堀運河

N

別紙４

                    
(4683）臨海西部区画第1号線

（2436)大庄区画第６１号線
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2369 大庄区画第２３号線

4161 市道第５９９号線

24
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庄
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画
第
５
９
号
線

2435 大庄区画第６０号線

  廃止する区間

　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

        終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

市道路線の変更図(模式図)

別紙４－２

既認定路線　
(4161)市道第５９９号線

起終点地番
旧：大浜町1丁目2～大浜町1丁目9
新：大浜町1丁目2～大浜町1丁目8-1

既認定路線　
(2435)大庄区画第６０号線

起終点地番
旧：大浜町1丁目13～大浜町1丁目4
　(現：大浜町1丁目13-1～大浜町1丁目4)
新：大浜町1丁目8-8～大浜町1丁目4

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝17.30ｍ
起点：大浜町1丁目13-1
終点：大浜町1丁目13-1

廃止する区間
幅員＝6.80ｍ 延長＝17.30ｍ
起点：大浜町1丁目9
終点：大浜町1丁目9

N

拡幅後

拡幅前

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
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2439 大庄区画第６３号線
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線 2436 大庄区画第６１号線

2442 大
庄
区
画
第
６
５
号
線
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拡幅後

拡幅前

県
道
尼
崎
港
崇
徳
院
線 (

都
市
計
画
道
路
　
尼
崎
宝
塚
線)

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝2.60ｍ
起点：大浜町2丁目12
終点：大浜町2丁目12

  廃止及び

延長する区間　　　　終点　　　　　　　起点

　残る区間

        終点　　　　　　　起点

　既認定路線

　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

既認定路線　
(4683)臨海西部区画第１号線

起終点地番
旧：大浜町1丁目49～大浜町1丁目51-1
新：大浜町1丁目49～大浜町1丁目53-1

延長する区間
幅員＝9.00ｍ 延長＝2.60ｍ
起点：大浜町1丁目51-1
終点：大浜町1丁目53-1

既認定路線　
(2440)大庄区画第６４号線

起終点地番
旧：大浜町1丁目15～大浜町1丁目12
新：大浜町2丁目13-1～大浜町2丁目12

既認定路線　
(2436)大庄区画第６１号線

起終点地番
旧：大浜町1丁目52～大浜町1丁目44
　(現：大浜町1丁目52-2～大浜町1丁目44)
新：大浜町1丁目52-1～大浜町1丁目44

廃止する区間
幅員＝4.00ｍ 延長＝13.40ｍ
起点：大浜町1丁目52-2
終点：大浜町1丁目52-2

市道路線の変更図(模式図)

別紙４－３
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甲
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線
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0603 小田第２７４号線

0758 省線以南第６８号線

市道路線の廃止図(Ｓ＝１/８００)

N

廃止する路線
  
(582) 小田第１９６号線　

幅員：1.81ｍ　　延長：99.55ｍ

起点：長洲字大門93
　　 (現：長洲中通2丁目104-1)

終点：長洲字大門82-1
     (現：長洲中通2丁目71-1)

　廃止する路線
　　　　　終点　　　　　　　起点

　既認定路線
　　　　　終点　　　　　　　起点

凡例

別紙５

廃止する路線
  
(603) 小田第２７４号線　

幅員：1.81ｍ　　延長：28.96ｍ

起点：長洲字大門93
　　 (現：長洲中通2丁目104-2)

終点：長洲字大門92
     (現：長洲中通2丁目111)

廃止する路線
  
(584) 小田第１９７号乙線　

幅員：1.81ｍ　　延長：41.63ｍ

起点：長洲字大門86-1
　　 (現：長洲中通2丁目94-4)

終点：長洲字大門85-1
     (現：長洲中通2丁目90)

県
立
尼
崎
小
田
高
等
高
校





議110 

議案第１１０号  

   工事請負契約の変更について  

 港橋耐震補強（その１）工事請負契約の変更契約を次のとおり締結す

るため、議決を求める。  

  平成２９年１２月５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 契約の目的    港橋耐震補強（その１）工事請負契約の変更の

ため  

２ 契約の内容    工事場所 尼崎市中浜町地内 

           工事概要 橋脚耐震補強工事 

３ 変更後の契約金額 ４３０，３４９，７６０円  

４ 契約の相手方   尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

            株式会社鍵田組 

             代表取締役 鍵 田 智 嗣 

 

 

 

（説 明）  

  当初契約を平成２８年６月２２日に、変更契約を平成２９年３月２

日に議決された港橋耐震補強（その１）工事の設計変更に伴う工事請

負契約の変更契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、本案を提出する。 



議110-2 

（参 考）  

Ⅰ 工事概要  

種 別 内                容 

土 木 

橋脚耐震補強工事 

  施工延長 ４７．０ｍ、施工幅員 １２．６ｍ 

   耐震補強工（鋼管杭、橋脚のコンクリート巻立て補強） 

  落橋防止対策工（緩衝チェーン設置、縁端拡幅、水平

分担構造設置）等 

今回変更内容 

 掘削土の仮置き場整備の増工         

 鋼矢板仮締切の施工経費の増額    

 工事一時中止期間中の費用の増額       

 

Ⅱ 変更前契約  

 １ 契約の目的  港橋耐震補強（その１）工事請負のため  

 ２ 契約の内容  工事場所 尼崎市中浜町地内  

          工事概要 橋脚耐震補強工事  

 ３ 契約の方法  一般競争入札  

 ４ 契約の金額  ３１３，５１９，６８０円  

 ５ 契約の相手方 尼崎市崇徳院２丁目５５番地 

           株式会社鍵田組 

            代表取締役 鍵 田 智 嗣 

 


